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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第118期

第１四半期
連結累計期間

第119期
第１四半期
連結累計期間

第118期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 120,057 140,666 615,271

経常利益 (百万円) 2,074 5,987 33,000

四半期(当期)純利益 (百万円) 600 4,086 17,891

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 9,693 1,321 42,210

純資産額 (百万円) 300,049 329,721 331,059

総資産額 (百万円) 642,469 715,426 724,182

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 0.98 6.66 29.17

潜在株式調整後１株
当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.0 45.4 45.1
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

４  金額は、単位未満を四捨五入して表示しております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につきまして、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクにつきまして、重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約は次のとおりです。

主要技術輸出契約

契約会社名
契約締結先
(国籍)

契約項目 対価 契約有効期間

住友建機株式会社
CNH Industrial N.V.

(オランダ)
油圧ショベルの製造

・組立技術
(1) イニシャルペイメント
(2) ロイヤリティ

平成26年５月12日～
平成33年６月30日

 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費増税前の駆け込み需要の反動による減速が限定的であっ

たことや為替の安定、海外自動車需要の堅調さを背景にした輸出に支えられ設備投資は比較的堅調に推移いたしま

した。また、海外では米国においては景気回復基調が鮮明になり、欧州においても堅調に推移しました。一方で中

国経済は依然停滞傾向にあり、また中東やロシアにおける地政学的リスクも高まり世界経済全体としてはいまだ不

透明な状態にあります。

このような経済環境のもと、当社グループは新たな「中期経営計画２０１６」をスタートさせ着実な成長に向け

て競争力強化に向けた事業運営を行いました。

この結果、受注高につきましては機械コンポーネント、精密機械、船舶及び環境・プラント部門で増加し前年同

期比18％増の1,787億円となりました。売上高につきましては、その他部門を除く全部門で増加し、前年同期比17％

増の1,407億円となりました。

損益面では、営業利益は前年同期比354％増の61億円、経常利益は前年同期比189％増の60億円、四半期純利益は

前年同期比581％増の41億円となりました。

　

各部門別の状況は、以下のとおりであります。

①　機械コンポーネント部門

国内は需要の回復により好調であったことや、海外につきましては欧州は低迷したものの、北米などその他の

地域での市況が好調であったことから受注、売上ともに前年同期を上回りました。この結果、受注高は254億円

(前年同期比７％増)、売上高は235億円(前年同期比８％増)、営業利益は16億円となりました。

　

②　精密機械部門

プラスチック加工機械につきましてはアジアでのＩＴ関連市況が好調に推移し、また欧州市況の緩やかな回復

もあり、受注、売上ともに増加しました。その他機種につきましては半導体関連機種が需要回復を受け、部門全

体でも受注、売上ともに増加しました。この結果、受注高は379億円(前年同期比27％増)、売上高は311億円(前年

同期比14％増)、営業利益は15億円となりました。
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③　建設機械部門

油圧ショベル事業につきましては国内において前年度末の駆け込み需要の反動減があったものの、在庫調整が

一巡した北米向けが好調で受注、売上ともに前年同期を上回りました。建設用クレーン事業につきましては北米

市場が低迷し受注、売上ともに減少しました。この結果、受注高は499億円(前年同期比２％減)、売上高は456億

円(前年同期比14％増)、営業利益は34億円となりました。

　

④　産業機械部門

運搬機械事業は国内造船業界の投資意欲の回復を受け好調に推移したものの産業機械事業のプレス市況の悪化

などがあり、前年同期に比べ受注は減少しました。一方、売上につきましてはタービン・ポンプ事業での増加が

あり前年同期を上回りました。この結果、受注高は178億円(前年同期比16％減)、売上高は165億円(前年同期比

７％増)、営業利益は１億円となりました。

　

⑤　船舶部門

船舶市況につきましては前年同期より１隻多い新造船３隻を受注しましたが、売上につきましては前年同期と

同じ１隻の引渡しとなりました。この結果、受注高は177億円(前年同期比92％増)、売上高は58億円(前年同期比

99％増)、営業損失は10億円となりました。

　

⑥　環境・プラント部門

エネルギープラント事業の受注は国内のバイオマス発電ボイラ案件が引き続き活発であることから前年同期を

上回り、水処理プラント事業の受注も前年同期を上回り部門全体で受注は増加しました。売上につきましては受

注残が多かったことにより増加しました。この結果、受注高は272億円(前年同期比120％増)、売上高は165億円

(前年同期比55％増)、営業利益は１億円となりました。

　

⑦　その他部門

受注、売上ともに前年同期を下回り受注高は29億円(前年同期比28％減)、売上高は17億円(前年同期比28％

減)、営業利益は４億円となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容など(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

 

(当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針)

１ 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方につきましては、最終的には、株主の皆様に

より、当社の企業価値の向上ひいては株主の皆様共同の利益の確保を図るという観点から決せられるべきものと

考えております。従って、会社支配権の異動を伴うような大規模な株式等の買付けの提案に応じるか否かといっ

た判断も、最終的には株主の皆様の意思に基づいて行われるべきものと考えております。

しかしながら、株式の大規模買付行為の中には、買収の目的や買収後の経営方針などに鑑み、企業価値ひいて

は株主の皆様共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主の皆様に対して買付内容を判断

するために合理的に必要とされる情報を十分に提供することなく行われるものなど、企業価値ひいては株主の皆

様共同の利益に重大な影響を及ぼすものも想定されます。当社といたしましては、このような大規模買付行為を

行う者は、例外的に、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えております。

当社の企業価値は、「一流商品」の提供、事業間価値連鎖によるシナジー及びグローバルネットワークと、住

友の事業精神に則った経営によって維持、強化されてきた株主の皆様をはじめとして、顧客、取引先、従業員、

社会との信頼関係を源泉としており、さらにはこれらが有機的一体となって機能することによって、より大きな

価値を生み出しております。
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当社といたしましては、企業価値を増大させること及び生み出した利益を株主の皆様に還元していくことで株

主の皆様共同の利益を最大化することを本分とし、市場における自由な取引を通じ当社株主となられた方々にお

支えいただくことを原則としつつも、当社の総議決権の20％以上の議決権を有する株式の取得をめざす者による

当社株式の取得により、このような当社の企業価値ひいては株主の皆様共同の利益が毀損されるおそれが存する

場合には、このような当社株式の取得をめざす者は当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切

であるものとして、必要かつ相当な範囲において、当社の企業価値ひいては株主の皆様共同の利益の確保ないし

向上のための措置を講じることをその基本方針といたします。

 

２ 基本方針の実現に資する特別な取組み

当社グループは、上記基本方針の実現のため、以下の取組みを行ってまいります。

 
① 新中期経営計画及びその実践

新中期経営計画「中期経営計画２０１６」では、平成28年度に売上高7,000億円、営業利益率7.5％を達成す

ることを財務目標といたします。なお、ＲＯＩＣを引き続き当社グループの財務目標とし、ＲＯＩＣ＞ＷＡＣ

Ｃを継続するとともに、ＲＯＩＣ７％以上の確保をめざします。

上記の財務目標達成のため、(a)持続的成長の基盤を構築するための「着実な成長」、(b)「高収益への反

転」、(c)「たゆみなき業務品質改善」を計画の目的に掲げ、「一流商品を提供し続ける企業」をめざします。

単なる成長ではなく、高収益へ向けた反転を実行すべく、足元を固め、着実な成長を達成することが重要で

す。

なお、計画期間３か年における配当性向の目標は30％であります。

② コーポレート・ガバナンスの強化

当社は、かねてよりコーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。具体的には、平成11年の執行

役員制の導入や平成14年以降の社外取締役の選任、さらには平成19年には取締役の任期を２年から１年に短縮

するなどして取締役会の活性化や経営の透明性の確保に努めております。

監査役は、グループ会社監査役会議を定期的に開催し、グループ全体の監査機能の充実を図っており、ま

た、海外子会社に対する実地監査を毎年行うなど、グローバル化に対応した監査を実施しております。

さらに、当社は、社外役員全員について、一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外役員であると判断

し、当社が上場する株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。これら独立役員につ

きましては、取締役会などにおける業務執行に係る決定局面等において、一般株主への利益への配慮がなされ

るよう必要な意見を述べるなど、一般株主の利益保護を踏まえた行動をとることが求められております。

③ 株主の皆様に対する還元策

当社は、以上述べてきた施策、戦略の遂行により、事業の一層の成長による企業価値の増大及び継続的な増

配による利益還元を通じて、株主の皆様共同の利益の向上を実現するべく、一層の努力を続けてまいります。

 
３ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

当社は、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針を導入することに関して平成20年６月27日開催の第112期

定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただき、平成23年６月29日開催の第115期定時株主総会及び平成

26年６月27日開催の第118期定時株主総会のそれぞれにおいて、株主の皆様の過半数の賛成により、当社株式の大

規模買付行為に関する対応方針を継続することについてご承認をいただきました(以下、継続後の対応方針を「本

プラン」といいます)。

本プランは、大規模買付者に対して、大規模買付ルールに従うことを求めるものであります。大規模買付ルー

ルとは、大規模買付者が事前に取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、取締役会が当該大規模買付行為

について評価検討し、企業価値委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動、不発動又は中止に関し

て取締役会又は必要に応じて株主総会による決議を行い、対抗措置不発動又は中止に係る決議がなされた場合に

初めて大規模買付行為が開始されるべきというものであります。
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対抗措置は、①大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、又は②大規模買付ルールが遵守された場

合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様共同の利益を著しく損なうと認められ

る場合には、企業価値ひいては株主の皆様共同の利益を守るために発動される場合があります。当社が本プラン

に基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置は、当社グループの企業価値ひいては株主の皆様共同の利益

の最大化を確保し、その他これを防衛するために必要かつ相当な、会社法第277条以下に規定される新株予約権無

償割当てによる方法といたします。

 

４ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社の中期経営計画及びその実践は、当社の企業価値ひいては株主の皆様共同の利益を継続的かつ持続的に向

上させる具体的方策として、当社の基本方針に沿うものと考えます。

また、本プランは、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供及び考慮、交渉の

ための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断で

きること、当社取締役会が企業価値委員会の勧告を受けて当該大規模買付行為に対する賛否の意見又は代替案を

株主の皆様に対して提示すること、あるいは、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うことなどを可能と

し、もって当社の企業価値ひいては株主の皆様共同の利益の確保、向上を目的として導入されるものであり、当

社の基本方針に沿うものと考えます。

特に、本プランは、事前の開示を充実させたものであること、株主意思の重視が図られているものであるこ

と、外部専門家の意見を取得することを認めていること、企業価値委員会の設置により当社取締役会の恣意的判

断を排除していること、ガイドラインの設定により、対抗措置の発動、不発動又は中止に関する判断の際に拠る

べき基準の客観性、透明性が高いこと、デッドハンド型買収防衛策又はスローハンド型買収防衛策ではないこと

などから、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上の

ための買収防衛策に関する指針」の定める三原則(①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開

示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則)を充足し、また、経済産業省に設置された企業価値研究会が

平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」その他の買収防衛策に関す

る実務・議論を踏まえた内容となっており、高度な合理性を有しており、当社の会社役員の地位の維持を目的と

するものではありません。

 

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、28億円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは従来、運転資金及び設備資金につきましては、借入金並びに内部資金を充当してきました。この

うち、借入による資金調達につきましては、当第１四半期連結会計期間末の有利子負債合計額は956億円と前連結会

計年度末に比べ118億円減少いたしました。なお、当社グループではＣＭＳ(キャッシュ・マネジメント・システム)

を導入し、子会社及び関連会社に対する資金業務を当社に集中させることにより、当社グループ全体の資金効率化

を図っております。

当第１四半期連結会計期間末の現金及び預金残高は554億円となりましたが、これは資金効率を高めつつ、かつ適

切な流動性を確保した水準であります。またこの他に当社は複数の金融機関とコミットメントライン契約を締結し

ており、極めて潤沢な流動性を確保しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,800,000,000

計 1,800,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 614,527,405 614,527,405
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
1,000株

計 614,527,405 614,527,405 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

― 614,527,405 ― 30,872 ― 27,073
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況につきましては、株主名簿に記載された内容が確認できないた

め、直前の基準日(平成26年３月31日)の株主名簿に基づいて記載をしております。

① 【発行済株式】

(平成26年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,248,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

608,298,000
608,298 ―

単元未満株式
普通株式

4,981,405
― ―

発行済株式総数 614,527,405 ― ―

総株主の議決権 ― 608,298 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、9,000株(議決権９個)含

まれております。

２ 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的には所有していない株式が1,000株あり、「完全議決権

株式(その他)」欄に1,000株(議決権１個)を含めて記載しております。

３  「単元未満株式」欄には以下の自己保有株式が含まれております。

     当社      184株

 

② 【自己株式等】

(平成26年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
住友重機械工業株式会社

東京都品川区大崎２－１－１ 1,248,000 ― 1,248,000 0.20

計 ― 1,248,000 ― 1,248,000 0.20
 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)があります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 67,826 55,435

  受取手形及び売掛金 181,961 159,750

  有価証券 10,000 27,000

  たな卸資産 144,249 154,462

  その他 32,135 38,063

  貸倒引当金 △1,217 △1,183

  流動資産合計 434,954 433,527

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 109,265 109,113

   その他（純額） 111,019 107,993

   有形固定資産合計 220,284 217,106

  無形固定資産   

   その他 8,648 8,682

   無形固定資産合計 8,648 8,682

  投資その他の資産   

   その他 61,782 57,664

   貸倒引当金 △1,486 △1,553

   投資その他の資産合計 60,296 56,111

  固定資産合計 289,228 281,900

 資産合計 724,182 715,426

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 124,211 124,544

  短期借入金 52,817 48,450

  1年内返済予定の長期借入金 16,855 13,813

  1年内償還予定の社債 10,000 10,000

  引当金 10,406 10,487

  その他 74,841 78,136

  流動負債合計 289,130 285,431

 固定負債   

  長期借入金 27,761 23,365

  引当金 497 495

  退職給付に係る負債 40,037 40,530

  再評価に係る繰延税金負債 24,608 24,593

  その他 11,090 11,292

  固定負債合計 103,993 100,274

 負債合計 393,123 385,705
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 30,872 30,872

  資本剰余金 23,789 23,789

  利益剰余金 221,101 222,572

  自己株式 △632 △640

  株主資本合計 275,130 276,593

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,753 4,335

  繰延ヘッジ損益 △379 73

  土地再評価差額金 38,272 38,246

  為替換算調整勘定 11,993 8,205

  退職給付に係る調整累計額 △2,336 △2,326

  その他の包括利益累計額合計 51,304 48,533

 少数株主持分 4,626 4,595

 純資産合計 331,059 329,721

負債純資産合計 724,182 715,426
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 120,057 140,666

売上原価 95,307 109,878

売上総利益 24,750 30,788

販売費及び一般管理費 23,409 24,700

営業利益 1,341 6,089

営業外収益   

 受取利息 53 110

 受取配当金 575 432

 持分法による投資利益 242 357

 その他 1,213 400

 営業外収益合計 2,082 1,300

営業外費用   

 支払利息 533 720

 その他 817 681

 営業外費用合計 1,350 1,401

経常利益 2,074 5,987

特別損失   

 減損損失 34 9

 特別損失合計 34 9

税金等調整前四半期純利益 2,039 5,978

法人税等 1,343 1,734

少数株主損益調整前四半期純利益 696 4,244

少数株主利益 96 158

四半期純利益 600 4,086
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 696 4,244

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 765 569

 繰延ヘッジ損益 153 461

 為替換算調整勘定 8,496 △3,966

 退職給付に係る調整額 - 10

 在外子会社年金債務調整額 △410 -

 持分法適用会社に対する持分相当額 △7 3

 その他の包括利益合計 8,997 △2,922

四半期包括利益 9,693 1,321

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 9,280 1,342

 少数株主に係る四半期包括利益 412 △20
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

(連結の範囲の重要な変更)

当第１四半期連結会計期間より、重要性が増加した新日造エンジ㈱を連結の範囲に含めております。また、重

要性が減少した住友重機械環境設備(上海)有限公司を連結の範囲から除外しております。
 

 

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給

付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めにつ

きまして当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を退職給付の支払見込期間及び

支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用につきましては、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第

１四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が1,861百万円増加し、利益剰余金が1,475

百万円減少しております。なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益への影響は軽微であります。

 
(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

従来、当社及び国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法につきまして、定率法(ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物は定額法)を採用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より定額法に変更してお

ります。

この変更は、当連結会計年度を初年度とする中期経営計画において、成長が期待できる海外市場に対応するた

めに海外拠点への資源配分を増やしていく一方、国内拠点は、安定的な生産体制維持を目的とした投資へシフト

することを踏まえた上で、減価償却方法の見直しを行った結果、今後の国内生産設備は、安定的な稼動が見込ま

れることから、定額法による減価償却が資産の稼動状況をより適切に反映した合理的な費用配分であると判断し

たことによるものです。

これにより、従来の方法と比べて、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益が423百万円増加しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１ 偶発債務

　　(1)受取手形流動化に伴う買戻し義務

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

 4,895百万円  4,352百万円
 

(2)保証債務

　　 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

三井住友ファイナンス＆リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

19,432百万円
三井住友ファイナンス＆リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

17,634百万円

三菱UFJリース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

3,554  
三菱UFJリース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

2,750  

興銀リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

3,097  
興銀リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

2,561  

東京センチュリーリース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

1,487  
芙蓉総合リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

1,487  

芙蓉総合リース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

1,443  
東京センチュリーリース㈱
(リース契約に伴う買取保証等)

1,160  

その他20件
(リース契約に伴う買取保証等)

5,020  
その他22件
(リース契約に伴う買取保証等)

4,380  

計 34,033  計 29,973  
 

なお、前連結会計年度には外貨建保証債務1,487百万人民元(25,780百万円)が、当第１四半期連結会計期間に

は外貨建保証債務1,321百万人民元(21,920百万円)が含まれております。

 
２ その他

当社が京都市から受注した「京都市焼却灰溶融施設(仮称)建設工事　ただし，プラント設備工事」に関して、引

渡期限までに施設の引渡しが不可能であるとして、平成25年８月５日、同市から契約解除の通知を受けました。さ

らに同市は、平成26年３月20日、契約解除に基づき、当社に対して損害賠償(請求額18,454百万円)等の請求を求め

る訴えを京都地方裁判所に提起しました。

当社は、紛争発生時には建設業法による建設工事紛争審査会のあっ旋又は調停により解決を図るとの同市との契

約約定に従い、中央建設工事紛争審査会に調停の申し立てをしておりましたが、同市は調停による解決の姿勢を見

せないまま、今般の訴訟提起に至りました。

当社といたしましては、工事完成を目前とした段階での同市の契約解除は無効であり、それに基づく同市の損害

賠償等の請求は理由がないものと考えております。訴訟においては、当社主張の正当性を明らかにしていく所存で

あります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 4,278百万円 3,928百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 2,455 4 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式  2,453 4 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期

連結損益

計算書

計上額

(注３)

機械

コンポー

ネント

精密

機械

建設

機械

産業

機械
船舶

環境・

プラント
計

売上高            

  外部顧客への

  売上高
21,690 27,235 39,921 15,352 2,906 10,608 117,712 2,345 120,057 ― 120,057

  セグメント間の

  内部売上高又は

  振替高

450 194 4 134 59 74 915 704 1,619 △1,619 ―

計 22,140 27,429 39,925 15,486 2,965 10,682 118,627 3,049 121,676 △1,619 120,057

セグメント利益又は

損失(△)
868 553 1,431 52 △957 △1,215 732 525 1,256 84 1,341

 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、ソフトウエア関連事

業、及びその他の事業を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失の調整額84百万円には、セグメント間取引消去84百万円が含まれております。

３  セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期

連結損益

計算書

計上額

(注３)

機械

コンポー

ネント

精密

機械

建設

機械

産業

機械
船舶

環境・

プラント
計

売上高            

  外部顧客への

  売上高
23,457 31,126 45,639 16,501 5,769 16,496 138,989 1,677 140,666 ― 140,666

  セグメント間の

  内部売上高又は

  振替高

237 293 4 179 21 77 811 718 1,529 △1,529 ―

計 23,694 31,419 45,642 16,681 5,790 16,573 139,800 2,395 142,195 △1,529 140,666

セグメント利益又は

損失(△)
1,602 1,453 3,403 123 △965 52 5,668 449 6,116 △27 6,089

 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、ソフトウエア関連事

業、及びその他の事業を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失の調整額△27百万円には、セグメント間取引消去△27百万円が含まれております。

３  セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２ 報告セグメントの変更等に関する事項

(退職給付に関する会計基準等の適用)

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更

したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

当該変更による、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益への影響は軽微であります。

　

(有形固定資産の減価償却方法の変更)

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間よ

り有形固定資産の減価償却方法を定額法に変更したことに伴い、事業セグメントの減価償却方法を同様に変更し

ております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益が機械コンポーネントで

46百万円、精密機械で87百万円、建設機械で181百万円、産業機械で59百万円、環境・プラントで32百万円、その

他で11百万円それぞれ増加し、セグメント損失が船舶で８百万円改善しております。

 
(事業セグメントの利益又は損失の測定方法の変更)

当第１四半期連結会計期間より、各セグメントの業績をより的確に測定することを目的に、研究開発費等の配

賦方法を変更しております。

前第１四半期連結累計期間のセグメント情報につきましては、変更後の利益又は損失の算定方法により作成し

たものを記載しております。

 
(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 ０円98銭  ６円66銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 600 4,086

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 600 4,086

普通株式の期中平均株式数(千株) 613,657 613,266
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
平成26年８月７日

住友重機械工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   磯　　貝　　和　　敏   印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    宮    原    正    弘    印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    川    瀬    洋    人    印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友重機械工業

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日か

ら平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友重機械工業株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、当第１四半期連結会計期間

より、会社及び国内連結子会社は、従来定率法により減価償却を行っていた有形固定資産の減価償却方法を定額法に変

更している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　 　 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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